
砺波市北部デイサービスセンター指定管理者仕様書 

 
　砺波市北部デイサービスセンター（以下「デイサービスセンター」という。）の指定管理

者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様による。 
 
１　趣旨 

この仕様書は、デイサービスセンターの指定管理者が行う業務の内容及び履行方法に

ついて定めることを目的とする。 
 
２　デイサービスセンターの管理に関する基本的な考え方 

デイサービスセンターを管理運営するにあたり、次に掲げる項目に沿って行うこと。 
（１）在宅高齢者等の生活支援、心身機能の維持向上を図るとともに、その介護者の負担

軽減を図るという設置理念に基づき、管理運営を行うこと。 
（２）施設利用者の安全確保を徹底すること。 
（３）個人情報の保護に関する法律の規定に従い、個人情報の保護を徹底すること。 
（４）効率的運営を行うこと。 
（５）管理運営費の削減に努めること。 
（６）利用者にとって快適な施設であることに努めること。 
 
３　施設の概要 
（１）名　称　　　砺波市北部デイサービスセンター 
（２）所在地　　　砺波市林１２０２番地 
（３）施設規模　　構　　造　鉄筋コンクリート造平屋建 

延床面積　８９６㎡ 
（４）施設内容 

食堂兼機能回復訓練室（タタミコーナー、静養コーナー含む）、一般浴室、機械浴室、

調理室、相談室、管理・介護事務室 
 
４　開館時間 

午前９時から午後５時までとする。 
 
５　休館日 

日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 
年末年始　１２月２９日から翌年１月３日までの日 

 
６　指定期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。 



 
７  指定管理料 

指定管理業務にかかる費用は、支払わない。 
 
８　利用料金制 

指定管理者は、デイ条例第９条に定める利用料を条例に定める範囲で自らの責任にお 
いて決定（砺波市の承認は必要）し、自らの収入とすることができるものとする。 

 
９　法令等の遵守 

デイサービスセンターの管理にあたっては、本仕様書のほか、次の各項に掲げる法令 
に基づかなければならない。 

（１）老人福祉法 
（２）介護保険法 
（３）地方自治法 
（４）砺波市デイサービスセンター条例（以下「デイ条例」という。） 
（５）砺波市公の施設指定管理者の指定手続等に関する条例及び同条例施行規則 
（６）その他管理運営に適用される法令 

本契約期間中に関係法令に改正があった場合は、改正された内容を仕様とする。なお、

改正に伴い、費用が増減する場合は、協議により指定管理料を改定するものとする。 
 
１０　業務内容（デイ条例第５条に規定） 
（１）利用の許可に関すること 

  デイ条例第８条に抵触した者、又は明らかに抵触すると認められる者に対しては、

利用の許可をしないこと。 
（２）施設及び設備の維持管理に関すること 
      施設及び設備並びに備品等が破損･消耗等した場合は、１１の「指定管理者と砺波市

の責任分担」の表のとおりとする。 
（３）自主事業の運営に関すること 
    ① 自主事業計画書により、実施すること。 
    ② 市民のニーズに係る有効な調査を実施し、事業の計画及び実施に反映されているこ

と。 
    ③ 料金設定が著しく高額とならないこと。 
（４）利用料金に関すること 
      利用料金の額の設定（砺波市の承認が必要）及び徴収に関する業務を行うこと。 
（５）利用者の安全の確保に関すること 
      利用者の安全対策、監視体制等について、各種マニュアルを作成し、職員を指導し、 

万一に備えて職員を訓練すること。 
      また、緊急対策、防犯･防災対策等の安全を確保するための各種マニュアルを作成し、



職員を指導し、万一に備えて職員を訓練すること。 
（６）個人情報保護に関すること 

     個人情報保護の大切さを職員に周知･徹底し、万一これが漏洩等した場合の対策を講 
じること。 

（７）業務報告に関すること 
① 毎月終了後、業務月報を翌月の１０日までに提出すること。又、事故等が発生した 

場合は、速やかに報告すること。 
  ② 年度終了後、５月２０日までに実績報告書を提出すること。 
  ③ その他、砺波市が必要とする報告書を提出すること。 

（８）管理運営のための体制の整備に関すること。 
    ① 職員の雇用等に関すること。 

   ア  統括責任者を配置のこと。また、管理運営に係る全職員（臨時職員を含む。）の

勤務形態等については、労働基準法･労働安全衛生法･その他労働関係法令を遵守

し、管理運営に支障のないように配置すること。 
   イ  職員に対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること。 
  ② 経理業務･受付業務･帳簿作成業務･その他体制の整備に必要な業務を実施すること。 

（９）災害時の協力に関すること 
　　　地震、風水害その他の災害発生時における、砺波市による当該施設の利用及び市へ

の協力等に関する「災害時における施設利用の協力等に関する協定」を締結し、当該

協定に基づき適切に対応すること。 
（10）その他管理に関し必要な業務 
      必要な許認可等の取得、監督官庁への届出業務、情報公開条例に基づく情報公開業

務、暴力団等の排除等を怠ることなく実施すること。 
 
１１　指定管理者と砺波市の責任分担 
　　指定管理者と砺波市との責任分担は、次の表のとおりとする。 
　　ただし、表に定める事項に疑義のある場合、又は定めのない事項については、指定管

理者と砺波市が協議して定めることとする。 
 項　目 市 指定管理者

 

(1)　備　　品

修　　繕 ５０万円以上 ５０万円未満

 更　　新 ○

 新規購入 ○

 (2)　施　　設 修　　繕 ５０万円以上 ５０万円未満

 (3)　市有施設の火災保険加入 ○

 (4)　市の施設の瑕疵による法律上の損害賠償

義務に対する賠償責任保険加入
○



　※　指定管理者の故意・過失、協定書・契約書等に定められた管理を怠ったことによる

毀損滅失は、金額の多寡に関わらず指定管理者が購入し、修繕等を行うものとします。 
 
１２  立入検査について 
    砺波市は必要に応じ、施設、物品、各帳簿等並びに管理運営の実地について検査を行

う。 
    指定管理者は、合理的な理由なく、これを拒否できないこととする。 
 
１３  備品･消耗品等の所有権 
    指定管理者に貸付ける備品等については、砺波市の所有とし、その使用及び保管は十

分注意すること。指定管理者が、自ら購入･搬入し保管を要する備品等については、指定

管理者の所有とする。ただし、その都度、砺波市に報告のこと。 
 
１４  協議 
    指定管理者は、この仕様書に規定するほか、指定管理者の業務の内容及び処理につい

て、疑義が生じた場合は砺波市と協議し決定すること。 
 
１５　業務を実施するに当たっての注意事項 
  ① 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等

に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 
② 砺波市内にある他の市民利用施設との連携を図った運営を行うこと。 

  ③ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定等を作成する場合は、砺波市と協議を行

うこと。 
④ 各種規程等がない場合は、砺波市の諸規程に準じて、あるいはその精神に基づき業務

を実施すること。 
⑤ 給食については、当施設の厨房等で検収、下処理、調理、洗浄等全ての作業を実施す

ること。 
⑥ 管理運営ならびに計理状況に関する帳簿類は常に整理し、市からこれらに関する報告

や実施調査を求められた場合には、速やかに市担当者の指示に従い、誠実に対応する

こと。 
⑦ 指定管理者は、第三者に対して受託業務の包括的委任を行なってはならない。 
⑧ その他、仕様書に記載のない事項については砺波市と協議を行うこと。 

 (5)　指定管理による業務遂行上の過失による

法律上の損害賠償義務に対する賠償責任保

険加入（自動車事故を含む。）

○

 (6)　指定管理者が主催する行事の参加者、ボ

ランティア活動者等が事故により死傷した

場合の補償保険加入

○



１６  経費等について 
（１）予算の執行 

申請団体からの収支予算書により執行する。 
（２）事業報告 
　　　会計年度終了後、５月２０日までに事業の決算及び報告を行うこと。 
（３）経理規定 

指定管理者は経理規定を策定し、経理事務を行うこと。 
（４）立入検査について 

砺波市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行うこととする。 
（５）その他 

施設の管理運営については、地域の実情にあわせて行うこと。 
 
＊  管理に要する費用 
本施設は、利用料金方式により運営するため、指定管理者は利用者使用料をもって収入

として、管理・事業運営を実施することとした場合に想定される事業計画とすること。な

お、指定期間が始まるまでに要する準備経費、建物及び本市が設置した設備等に軽微な修

繕等が発生した場合には、指定期間中の収入をもって充てることとする。 
 
１７　施設の維持管理基金 

指定管理者は長期にわたり良好な状態で施設を管理するため、施設の修繕及び維持管

理補修に充てることを目的として、１事業年度の事業収益のなかから負担金として 200 万

円を上限として市に対し納付すること。ただし、事業収益が悪化し赤字が見込まれる場合

は市との協議により負担金額を決定するものとする。 
 
１８　物品の帰属等 
（１）指定管理者は、市の所有に属する物品については、「砺波市財務規則」及び関係例規

の管理の原則及び分類に基づいて行うものとする。また、指定管理者は同規則に定め

られた物品管理簿を備えてその保管にかかる物品を整理し、購入及び廃棄等の異動に

ついて定期的に市に報告しなければならない。 
（２）指定管理者は、業務において使用する市の所有に属する物品のうち、重要物品につ

いては、「砺波市財務規則」に基づく現在高の調査を行い、同規則に定められた様式に

より、遅滞なく市に報告しなければならない。


